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（４）調査委託費積算基準 

第１ 実施計画書、委託費項目別明細表及び支出した委託費を整理するに当たっては、次のとおりとする。 

項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

Ⅰ．労 務 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．研究員費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務に直接従事した研究

者、設計者及び工員等（以下「研

究員」という。）の労務費は、原則と

して、①又は②に基づき算定する。 

①甲が別に定める健保等級に

基づく労務費単価表（時間単価

用）の単価に基づき算定する。 

②当該委託業務において申告

したエフォートにて従事させる旨、

乙から証明がなされた研究員（以

下、「エフォート専従者」という。）の

場合は、労務費単価表（エフォート

専従者用）の月額に申告したエフ

ォートを乗じて算定する。 

健保等級を適用する者の労務

費の算定においては、法定福利費

（健康保険料及び雇用保険料等の

雇用主負担分）を含めることとする

（出向契約書等により出向先が法

定福利費を負担していることが確

認可能な場合の出向契約者を含

む）。 

ただし、上記以外の出向契約者

及び国民健康保険加入者を健保

等級適用者として取り扱う場合は、

法定福利費を含めない。 

なお、①又は②による労務費単

価表の適用が困難であると甲が了

解した場合は、③から⑤までに基

づき算定することができる。 

③研究分担先である組合員毎

に経理処理を行う技術研究組合等

において、当該組合員が国公立大

学法人、大学共同利用機関法人、

公立大学、私立大学若しくは高等

専門学校又は国立研究開発法

人、独立行政法人若しくは地方独

立行政法人である場合は、甲が別

途定める業務委託費積算基準（大

学用）又は業務委託費積算基準

（国立研究開発法人等用）を準用
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項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．補助員費 

 

 

して算定する。 

④乙が国の委託事業において

使用している受託規定に基づき算

定する。 

⑤乙が国公立大学法人、大学

共同利用機関法人、公立大学、私

立大学若しくは高等専門学校又は

国立研究開発法人、独立行政法

人若しくは地方独立行政法人であ

る場合には、乙が当該研究員に支

払った給与、諸手当及び法定福利

費（健康保険料及び雇用保険料等

の雇用主負担分）に基づき算定す

る。 

  

委託業務に直接従事したアルバ

イト、パート等の経費 

Ⅱ．その他経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．消耗品費 

 

 

 

 

２．旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．外 注 費 

 

 

 

 

４．諸経費 

委託業務の実施に直接要した

資材、部品、消耗品等の製作又は

購入に要した経費 

 

 

①委託業務を実施するため特に必

要とした研究員及び補助員の旅

費、滞在費、交通費 

②登録委員、外部有識者、外部専

門家が、共同研究業務の実施に必

要な知識、情報、意見等の収集の

ための国内、海外調査に要した経

費で旅費、滞在費、交通費 

③乙が再委託先又は共同実施先

に対して行う検査に要する国内旅

費 

 

委託業務実施に直接必要なデ

ータの分析及びソフトウェア、設計

等の外注に係る経費 

 

 

以上の各経費のほか、特に必要

機械装置、その他備品等でその取得価額が１０万円

未満又は使用可能期間が１年未満のものを含み、研究

者等が通常使用する事務用品等の消耗品は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例示すれば、以下のとおりである。 
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項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 と認められる経費 1) 光熱水料 － 委託業務の実施に直接使用するプラ

ント及び機械装置等の運転等に要した電気、ガス及

び水道等の経費 

2) 会議費 － 委託業務実施に直接必要な会議の開催

に要した経費。ただし、乙の研究員のみによる会議、

会合に要した経費は除く 

3) 通信費 － 委託業務の実施に直接必要な通信・電

話料 

4) 借料 － 委託業務の実施に直接必要な現場事務所

賃借料、車両借上費等、乙又は第三者所有の実験

装置、測定機器その他の設備、備品及び電子計算

機の使用（社内単価又は外注による場合の契約単

価とする。）等に要した経費 

5) 図書資料費 － 委託業務の実施に直接必要な図書

資料購入費 

6) 通訳費・翻訳費 － 委託業務の実施に直接必要

な海外出張等における通訳雇用に要した経費及

び翻訳費 

7) 運送費 － 委託業務の実施に直接必要な送付（運

搬を含む）に要した経費 

8) 委員会費 － 委託業務の実施に必要な知識、情

報、意見等の交換、検討のための委員会開催、運営

に要した委員等謝金、委員等旅費、会議費、会議室

借上費、消耗品費、資料作成費、その他の経費 

9) 学会等参加費・論文投稿料 － 委託業務の実施に

必要な知識、情報、意見等の交換のための学会等へ

の参加費（学会等に参加するための旅費は除く。）及

び成果に関する論文投稿に係る経費 

10) 報告書等作成費 － 成果報告書の電子ファイル

作成費及び資料等の印刷・製本に要した経費 

11) キャンセル料 － 委託業務の実施に必要な旅費

のキャンセル料（やむを得ない事情からキャンセル料

が認められる場合のみ） 
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項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

Ⅲ．間接経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記経費を除く委託業務の実施

に伴う乙の管理等に必要な経費 

１ 間接経費の算定は、経費総額（Ⅰ～Ⅲ）に間接

経費率を乗じて行うことを原則とする。 

２ 間接経費率は、原則１０％とするが、この率を

下回る率を用いるときは、その率とする。ただ

し、次項３に該当する中小企業、次項４に該当す

る技術研究組合等については、間接経費率は２０

％、次項５に該当する大学等及び次項６に該当す

る国立研究開発法人等については、間接経費率

は、原則、３０％とするが、この率を下回る率を用いる

ときは、その率とする。ただし大学等及び国立研究開

発法人等おいて２０２１年度以前に締結した契約につ

いては、次項７のとおりとする。また、研究分担先で

ある組合員毎に経理処理を行う技術研究組合等に

ついては、当該組合員毎に第２項から第８項まで

を準用して定められる間接経費率を用いる。 

３ 前項のただし書きに定める中小企業は、中小企

業基本法第２条に該当する法人とする。ただし、

中小企業基本法第２条に該当する法人であっても

甲が別に定める「みなし大企業等」に該当する場

合は、中小企業に該当しないものとする。 

４ 第２項のただし書きに定める技術研究組合等

は、当該組合の組合員である会社法に定める会社

のうち、３分の２以上が中小企業基本法第２条に

該当する法人で構成する組合とする。ただし、中

小企業基本法第２条に該当する法人であっても甲

が別に定める「みなし大企業等」に該当する場合

は、中小企業に該当しないものとする。 

５ 第２項のただし書きに定める大学等は、国公立

大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立

大学及び高等専門学校とする。 

６ 第２項のただし書きに定める国立研究開発法人

等は、国立研究開発法人、独立行政法人及び地方

独立行政法人とする。 

７ 間接経費率は、大学等の場合は原則１５％、国

立研究開発法人等の場合は原則１０％とするが、

この率を下回る率を用いるときは、その率とす

る。なお、研究機関として委託業務に直接従事す

る研究員又はその研究員が所属する研究室等に対

し、当該研究員が必要とする間接経費の配分を行

う場合には、大学等の場合は前記の間接経費率１

５％に１５％加算、国立研究開発法人等の場合は

前記の間接経費率１０％に１０％加算することが

できる。 
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項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

８ 第２項のただし書きに定める中小企業及び技術

研究組合等の判定に当たっては、次のとおりとす

る。 

一.契約の締結時は、契約を締結する事業年度の

４月１日時点における最新のデータから判断す

るものとする。ただし、契約を締結する事業年

度の４月１日時点で設立されていない企業及び

技術研究組合等は、甲が別に定めるところによ

る。 

二.複数年契約における次年度分は、次年度４月１

日時点における最新のデータで判断する。 

 

Ⅳ．再委託費・ 

  共同実施費 

 再委託費又は共同実施費は、

委託業務の一部について、乙以外

の者に再委託又は共同実施する

のに要した経費。 

当該経費の算定に当たっては、

上記ⅠからⅢに定める項目に準じ

て行う。 

再委託及び共同実施の額は、原則として乙との契約

金額の５０％未満とすること。 

 

第２ 経費算定の対象とする支出額は、原則として、委託期間中に委託業務を行うに当たって発生し、かつ、支払われた経費とし、委託期間外

に発生又は支払われた経費は認めないものとする。ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。 

１  委託期間中に発生し、かつ、その経費の額が確定しているものであって、委託期間中に支払われていないことについて相当の事由 

があると認められるもののうち、その支払期限が委託業務実績報告書を乙が甲に提出する日までのもの。 

２  委託期間中に直接従事した時間に要する労務費、製作設計費及び加工費。 

第３ 公募要領等で委託費の対象外と指定した項目及び経費については、経費算定の対象とする支出額には含めないものとす

る。 


